
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成25年２月14日

【四半期会計期間】 第137期第３四半期（自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日）

【会社名】 富士電機株式会社

【英訳名】 FUJI ELECTRIC CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　北澤　通宏

【本店の所在の場所】 川崎市川崎区田辺新田１番１号

（上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記で行っております。）

【電話番号】 該当事項はありません。

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区大崎一丁目11番２号（ゲートシティ大崎イーストタワー）

 〔本社事務所〕

【電話番号】 東京（５４３５）７１１１（大代表）

【事務連絡者氏名】 経営企画本部経営企画室長　　荒井　順一

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社大阪証券取引所

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

証券会員制法人福岡証券取引所

（福岡市中央区天神二丁目14番２号）

　

EDINET提出書類

富士電機株式会社(E01740)

四半期報告書

 1/24



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第136期
第３四半期
連結累計期間

第137期
第３四半期
連結累計期間

第136期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 460,568 500,826 703,534

経常損益（百万円） △8,932 △4,603 18,554

四半期（当期）純損益（百万円） △5,951 △3,448 11,801

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △15,449 △5,275 12,478

純資産額（百万円） 156,569 175,008 183,217

総資産額（百万円） 739,595 738,955 792,848

１株当たり四半期（当期）純損益（円） △8.33 △4.83 16.52

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益（円）
－ － 16.49

自己資本比率（％） 18.5 21.0 20.6

　

回次
第136期
第３四半期
連結会計期間

第137期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純損益（円） △0.77 5.87

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．上記の売上高には消費税等を含んでおりません。

３．第136期第３四半期連結累計期間及び第137期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失が計上されているため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な変

更はありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半

期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」をご参照ください。　

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　台湾国際富士電機社は、平成24年６月１日付で「台湾富士電機社」に社名を変更しました。

  当社は、同年７月１日付で、ルネサス エレクトロニクス株式会社の100％子会社である株式会社 ルネサス北日本セ

ミコンダクタの津軽工場を買収し、当社100％子会社「富士電機津軽セミコンダクタ株式会社」として発足させまし

た。

  富士電機リテイルシステムズ株式会社は、同年10月１日付で当社との吸収合併により消滅しました。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当社は、平成25年１月31日開催の取締役会において、当社の100％子会社である富士電機サーモシステムズ株式会社

の権利義務の全てを合併により承継する決議を行い、同日に、同社と合併契約を締結しました。

合併の概要は以下のとおりです。

　

１．合併の目的

富士電機サーモシステムズ株式会社は、主力の国内鋳造業向け溶解炉市場の伸び悩みを受け、国内既納品サービス

を主体とした事業運営を行うことを目的に平成14年に設立された専業会社であります。

近年、国内外のエネルギー施策の見直しにより、ヒートマネジメント市場（熱・省エネ市場）の拡大が予測され、工

業電熱事業の技術等を核に、大きな事業伸長が見込まれます。

こうしたなか、当社が有するパワエレ機器等の電源応用技術、開発力、マーケティング力と、富士電機サーモシステ

ムズ株式会社が有する加熱応用技術等の要素技術を組み合わせ、工業電熱事業の拡大、さらには、ヒートマネジメント

市場への本格的な事業参入を図ることを目的に、富士電機サーモシステムズ株式会社を合併することといたしまし

た。

　

２．合併の方法

当社を存続会社、富士電機サーモシステムズ株式会社を消滅会社とする吸収合併。

　

３．合併に際して発行する株式及び割当

存続会社である当社は、消滅会社である富士電機サーモシステムズ株式会社の発行済株式全部を所有しているた

め、合併に際しては株式の発行及び金銭等の交付は行いません。

　

４．合併の期日

平成25年４月１日

　

５．合併後の存続会社の資本金・事業の内容等

(1)商号 富士電機株式会社 

(2)事業内容 エネルギー、産業、輸送その他社会インフラに関する各種機器、システム及び半導体デバ

イス、感光体、自動販売機の開発、製造、販売、サービス並びにこれらに関するソリュー

ションの提供

(3)本店所在地 川崎市川崎区田辺新田１番１号

(4)代表者の役職・氏名代表取締役社長 北澤 通宏

(5)資本金 本合併により資本金は増加いたしません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況　

  当第３四半期連結累計期間における当社を取り巻く市場環境は、海外においては、欧州債務問題に端を発した市

場の低迷、特に中国における需要回復の遅れにより、パワエレ機器および半導体分野は厳しい状況で推移しました。

国内においては、上半期は比較的堅調であったものの、夏場以降、世界経済の減速等を背景として弱含みで推移しま

した。

　このような環境のもと、当社は経営方針に掲げる「エネルギー関連事業の拡大」、「グローバル化」に重点的に取

り組むとともに、経営基盤の徹底強化に向け「徹底したコストダウンによる収益力の向上、ものつくり力の強化」、

「棚卸資産の徹底圧縮によるキャッシュ・フローの改善」、および「海外事業拡大に向けた販売・生産の基盤構

築」を推し進めました。

　当第３四半期連結累計期間の連結業績は次のとおりとなりました。

　売上高は5,008億26百万円となり、発電プラント分野の大口案件が寄与したことおよび為替の円安進行により、前

年同期に比べ402億58百万円増加しました。部門別には、「発電・社会インフラ」、「産業インフラ」および「その

他」は前年同期を上回りましたが、「パワエレ機器」、「電子デバイス」および「食品流通」は前年同期を下回り

ました。

　損益面では、営業損益は前年同期に比べ9億7百万円改善し△41億87百万円となりました。経常損益は前年同期に比

べ43億29百万円改善し△46億3百万円となりました。四半期純損益は、前年同期に比べ25億3百万円改善し△34億48

百万円となりました。

　　

＜セグメント別状況＞　

■発電・社会インフラ部門　

　売上高は前年同期比47%増の1,208億円93百万となり、営業損益は前年同期比3億30百万円悪化の△5億73百万円と

なりました。

　発電プラント分野の売上高は、火力の大口案件が売上に寄与したことにより、前年同期を上回りました。社会イン

フラ分野の売上高は、エネルギー流通分野を中心に前年同期を上回りました。部門全体の営業損益は、各分野で原価

低減および経費圧縮に取り組んだものの、発電プラント分野を中心とした価格競争の激化による影響が大きく、前

年同期を下回りました。

　

■産業インフラ部門

　売上高は前年同期比12%増の765億9百万円となり、営業損益は前年同期比3億15百万円改善の△5億8百万円となり

ました。

  売上高は、産業プラント分野、ファシリティ分野ともに、国内向けを主体とした堅調な更新需要により、前年同期

を上回りました。部門全体の営業損益は、価格競争の激化による影響があったものの、増収効果および原価低減によ

り、前年同期を上回りました。

　

■パワエレ機器部門　

　売上高は前年同期比6%減の989億12百万円となり、営業損益は前年同期比20億78百万円悪化の△8億84百万円とな

りました。

　ドライブ分野の売上高は、海外では中国を中心とした需要の低迷、国内では輸出産業の不振などにより、前年同期

を大きく下回りました。パワーサプライ分野の売上高は、通信インフラ向け電源設備の需要は比較的堅調に推移し

たものの、製造業向け電源設備やIT機器向け電源の需要が減少し、前年同期を下回りました。器具分野の売上高は、

国内市場における工作機械・半導体分野での需要の減少により、前年同期を下回りました。部門全体の営業損益は、

売上高の減少により、前年同期を下回りました。

　

■電子デバイス部門　

　売上高は前年同期比5%減の801億52百万円となり、営業損益は前年同期比33億16百万円悪化の△38億47百万円とな

りました。

　半導体分野は、自動車分野の需要は比較的堅調に推移したものの、産業分野に加え、情報電源分野においても需要

が減少し、売上高、営業損益ともに前年同期を下回りました。ディスク媒体分野は、売上高は前年同期と同水準とな

りましたが、営業損益は前期に実行した事業構造改革の効果により、前年同期を上回りました。
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■食品流通部門　

　売上高は前年同期比2％減の805億38百万円、営業損益は前年同期比49億97百万円改善の37億45百万円となりまし

た。

　自販機分野の売上高は、飲料メーカーによる省エネ型環境対応自販機への置換需要が堅調に推移しましたが、中身

商品(飲料・食品)の販売終息により、前年同期を下回りました。店舗流通分野の売上高は、コンビニエンスストア向

け新規・改装物件の増加および自動釣銭機の置換需要により、前年同期を上回りました。営業損益は原価低減の推

進に加え、前期に実行した事業構造改革の効果により、両分野ともに前年同期を上回りました。

　

■その他部門　

　売上高は前年同期比4%増の802億41百万円、営業損益は前年同期比10億38百万円改善の15億33百万円となりまし

た。　

(注) 第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、各セグメントの前年同期比につきまし

ては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えたうえで算出しております。　

　

　

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第３四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 基本方針の内容

  富士電機（注）は、基本理念を実践し、企業価値の持続的向上を図る過程で、独自の技術、経験及びノウハウ等を

積み重ねるとともに、顧客、取引先、地域社会、従業員等さまざまなステークホルダーとの間の良好な関係の維持、

発展に努めてまいりました。

　これらは、富士電機の有形・無形の貴重な財産であり、いわば“富士電機のＤＮＡ”とも呼ぶべき、富士電機の企

業価値の創造を支える源泉であります。

　富士電機は、その経営理念に基づき、環境の変化に適合した経営を実践し、中長期的な視野で企業価値と株主の皆

様の共同利益を一層向上させていくことが、富士電機の企業価値を損なう当社株式の買付行為に対する最も有効

な対抗手段であると認識しており、その実現に努めてまいります。

　また、当社の株式価値を適正にご理解いただくようＩＲ活動に積極的に取り組むとともに、株主の皆様には四半

期毎の業績等に関する報告書の発行、工場見学会の開催等により、富士電機に対するご理解をより一層深めていた

だくよう努めてまいります。

　当社取締役会は、上場会社として株主の皆様の自由な売買を認める以上、特定の者による当社株式の大規模買付

行為がなされる場合、これに応ずるべきか否かの判断は、最終的には株主の皆様のご判断に委ねられるべきと考え

ます。

　しかしながら、一般にも高値での売り抜け等の不当な目的による企業買収の存在は否定できないところであり、

当社取締役会は、このような富士電機の企業価値・株主の皆様の共同利益を損なう当社株式の大規模買付行為や

提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、適当ではないと考えております。

　現時点において、当社株式の大規模買付に係る具体的な脅威が生じている訳でなく、また当社としても、そのよう

な買付者が現れた場合の具体的な取り組み（いわゆる「買収防衛策」）を予め定めるものではありません。

　しかし、当社取締役会は、株主の皆様から経営の負託を受けた経営者の責務として、富士電機の企業価値・株主の

皆様の共同利益を損なうおそれがある株式の大規模買付行為がなされた場合に適切な措置を執り得る社内体制を

整備いたします。

（注）本四半期報告書における「富士電機」の表現は、当社並びに子会社及び関連会社から成る企業集団を指し

ます。
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② 基本方針を実現するための当社の取り組み

１）企業価値向上の取り組み

　富士電機は、持続的成長に向けた基本戦略として、世界各国で見込まれるエネルギー・環境投資を背景として、

長年培ってきた電気を自在に操る「パワーエレクトロニクス技術」をベースとし、グローバル市場で成長を成

し遂げることを目指しております。

その実現に向け、迅速に経営リソースを「エネルギー・環境」事業にシフトし、「事業を通じてグローバル社

会に貢献する企業」として企業価値の最大化とＣＳＲ経営の実現を目指します。

２）基本方針に照らし不適切な者による当社の支配を防止するための取り組み

　当社は、上記①の基本方針に基づき、富士電機の企業価値・株主の皆様の共同利益を損なう、又はそのおそれの

ある当社株式の買付行為に備え、社内体制の整備に努めております。

　具体的には、日常より当社株式の取引や株主の異動状況を常に注視するとともに、平時より有事対応の初動マ

ニュアルを整備し、外部専門家との連携体制等を整えておりますが、今後とも迅速かつ適切に具体的対抗措置を

決定、実行し得る社内体制の充実に努めてまいります。

　また、いわゆる「買収防衛策」の導入につきましても、法制度や関係当局の判断・見解、社会動向やステークホ

ルダーの意見等を踏まえ、企業価値、株主の皆様の共同利益の確保、向上の観点から、引き続き検討してまいりま

す。

③ 上記の取り組みに対する取締役会の判断及び判断理由

　当社取締役会は、上記②.１）の取り組みが当社の企業価値を中期的に維持・拡大させるものであり、また、同②.

２）の取り組みが富士電機の企業価値・株主の皆様の共同利益を毀損するような当社株式の大規模買付行為に対

応するための社内体制を整備するものであることから、そのいずれの取り組みも、上記①の基本方針に即したもの

であり、株主の皆様の共同利益を損なうものではなく、現経営陣の地位の維持を目的とするものでもない旨を確認

し決議しました。

　また、監査役についても上記②の取り組みについてその具体的運用が適切に行われることを条件として、全員が

同意しております。 

　　

　

（３）研究開発活動

富士電機の研究開発は、最先端のエネルギー技術の追求により、安全・安心で持続可能な社会の実現に貢献する

製品群を創出しています。また、研究開発のグローバル化を推進しています。さらに、大学や研究機関、他の企業との

オープンイノベーションを強化しています。

当第３四半期連結累計期間における富士電機の研究開発費は229億46百万円であり、各部門別の研究成果及び研

究開発費は次のとおりです。

また、当第３四半期連結会計期間末において富士電機が保有する国内外の産業財産権の総数は9,327件です。　

■発電・社会インフラ部門

　北九州市とけいはんな学研都市の次世代エネルギー・社会システム実証プロジェクトや、その他の国内外の実証

事業に参加しています。北九州市では、昨年度までに開発した地域エネルギーマネジメントシステム（ＣＥＭＳ）

やスマートメータを用いたダイナミックプライシング（電力ピーク時には、電力料金を上げて、電力使用量が少な

いときは料金を下げて消費者の電力利用の変化を促す方策）の実証を我が国初の試みとして平成24年６月に本格

的に開始しました。同年７月５日から12日にダイナミックプライシングを発動したところ、電力使用量を16％以上

削減することができました（北九州市の発表による）。冬季におけるダイナミックプライシングの実証を現在行っ

ています。また、ＣＥＭＳの下位層に位置する工場・施設エネルギーマネジメントシステム（ＦＥＭＳ）の現地へ

の設置を始め、１月からの上位ＣＥＭＳとの連携試験に向けての準備をしています。けいはんな学研都市において

は、ビルエネルギーマネジメントシステム（ＢＥＭＳ）などの実証システムの設置を終え、デマンドレスポンスに

よる冬場の電力需要をピークシフトさせる実証とインセンティブ型デマンドレスポンスの実証試験を開始しまし

た。その他の国内外の実証事業では、太陽光発電システム用の双方向通信制御機能付きパワーコンディショナやイ

ンテリジェント型直流多端子電源などの開発を行い、１月からの納入試験に備えています。

　燃料電池では、欧州の安全規格に対応した製品を開発しました。ＣＥマークを取得し、欧州自動車メーカのディー

ラー向けのコジェネ設備として１号機を出荷しました。平成24年８月に商用運転を開始し、順調に稼動しています。

　当第３四半期連結累計期間における当部門の研究開発費は45億41百万円です。　

■産業インフラ部門

　サーバ・ＵＰＳ・受配電設備をブロックごとに収納するビルト・イン・ブロック方式の「モジュール型データセ

ンター」を開発し、発売しました。インターネットプロバイダーやデータセンター事業者などの投資負担を軽減し

データセンターの構築期間を短縮するとともに、高効率機器を使用することにより省エネを実現します。さらに、Ｉ
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Ｔベンダーと共同でフィールドテストを重ね、“データセンターの見える化”をはじめとする運用性の向上を図り

ました。

　「振動計測センサ」を開発し、平成24年12月までに量産体制が整うように準備しています。建物や橋梁などの構造

物の劣化や災害時の安全性などを迅速に診断する構造ヘルスモニタリングへの適用を目指します。建設会社や鉄道

会社、警備会社、各社研究機関などから具体的な建物診断の案件等の商談が活発化しています。

　当第３四半期連結累計期間における当部門の研究開発費は31億68百万円です。　

■パワエレ機器部門

　パワーサプライ分野では、全量買取制度の施行に伴い増加する大型太陽光発電設備用のパワーコンディショナ

「ＰＶＩシリーズ」を開発し、直流入力電圧1,000Ｖに対応した１ＭＷ、750Ｖに対応した750ｋＷ及び500ｋＷの容

量の機種を発売しました。ラインアップが充実し、太陽光発電設備の構成計画を立てる際の選択肢を増やしました。

また、エネルギーロスを最小限にするため、当社独自技術である新３レベル変換回路を適用しています。スイッチギ

ア、変圧器など周辺機器と一体化して、基本となる機能ごとにパッケージ化することで現地据付工事・組立作業を

短縮し、工事・建設費用を削減します。

　また、ミニＵＰＳ「ＥＸ１００シリーズ」の2.4ｋＶＡモデルを開発しました。１ｋＶＡから３ｋＶＡまでの範囲

において４機種から５機種に増え、ラインアップが充実しました。これにより、お客さまの選択肢が増えました。

　ドライブ分野では、「ＥＶ（電気自動車）急速充電器用コイン課金装置」を開発し、発売しました。自販機で培っ

た通貨技術や筐体設計技術を応用した業界初の専用コイン課金装置です。従来のようにＥＶ充電会員サービスに登

録しなくても、ユーザは硬貨を投入するだけで手軽に利用できます。

　高性能ベクトル制御形インバータ「ＦＲＥＮＩＣ－ＶＧシリーズ」のスタックタイプを開発し、発売しました。本

インバータは業界最高峰の「ＦＲＥＮＩＣ－ＶＧシリーズ」の基本性能を踏襲し、インバータ機能とコンバータ機

能を分離した製品であり、最大3,000ｋＷまでの対応や、回生エネルギー利用による省エネを実現し、設置や交換作

業を容易にしました。

　コンパクト型インバータ「ＦＲＥＮＩＣ-Ｍｉｎｉ」をフルモデルチェンジしました。主にファン・ポンプや工場

の生産設備等の制御に用いられてきましたが、今回上位機種と同等の高度な制御性能を実現することで、製品の適

用可能な範囲を拡大しました。本製品はグローバル機種として世界各国に展開しています。

　器具分野では、電動機回路や半導体回路などに適した瞬時引はずしが可能で、かつその引はずしの特性が調整可能

な125ＡＦと250ＡＦのＭＣＣＢ（配線用遮断器）をグローバル低圧遮断器「Ｇ－ＴＷＩＮシリーズ」のライン

アップに追加しました。

　さらに、この「Ｇ－ＴＷＩＮシリーズ」について、回路の容量変更や増設に対応して機器を安全かつフレキシブル

に設置変更できる70ｍｍピッチと30ｍｍピッチのプラグイン方式のＭＣＣＢとＥＬＣＢ（漏電遮断器）を開発し、

発売しました。

　通信システムを構築しなくても、ＳＤカードに電力監視データを直接保存することのできる「エネルギー監視ユ

ニット　ＳＤカード形」を開発し、「Ｆ－ＭＰＣ０４Ｅシリーズ」のラインアップに追加しました。また、太陽光発

電などの分散電源を系統連携するための地絡過電圧継電器（ＯＶＧＲ）や、逆潮流を保護する逆電力継電器（ＲＰ

Ｒ）を開発し、「ＱＨＡシリーズ」のラインアップに追加しました。配線用遮断器では、太陽光発電などの直流高電

圧化に対応した「コンパクトＮＳＸ」ＤＣ1,000Ｖ対応品を発売しました。

　当第３四半期連結累計期間における当部門の研究開発費は52億86百万円です。

　

■電子デバイス部門

　パワー半導体分野では、モジュール製品として、業界トップレベルの低損失を誇る3.3ｋＶ耐圧1.0ｋＡと1.5ｋＡ

定格のＩＧＢＴモジュールを開発し、従来の電流定格0.8ｋＡ、1.2ｋＡと合わせ、製品系列を充実させました。中・

高圧インバータの高効率化に貢献します。また、最新の第６世代ＩＧＢＴ技術を適用した1.7ｋＶ耐圧の２ｉｎ１モ

ジュールと６ｉｎ１モジュールの量産を開始しました。一般産業用途向けだけでなく、風力分野や静止型無効電源

補償装置などへの適用も見込まれます。また、1,200Ｖ耐圧　10，15，25及び35Ａ定格の小容量パワー集積モジュー

ル（ＰＩＭ：Ｐｏｗｅｒ Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｍｏｄｕｌｅ）を開発しました。第６世代ＩＧＢＴ技術を適用す

ることによる業界トップレベルの低損失の実現と、軽量・小型パッケージの採用により、顧客システムの高効率化

及び小型化に貢献します。次世代半導体であるＳｉＣ－ＳＢＤ（ＳｉＣのショットキーバリアダイオード）とＳｉ

－ＩＧＢＴとを組み合わせたハイブリッド型のパワー集積モジュール（ＰＩＭ）を開発しました。
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製品系列として600Ｖ耐圧では50Ａ、75Ａ、100Ａ定格と、1,200Ｖ耐圧では35Ａ、50Ａ定格を揃えました。ＳｉＣ－Ｓ

ＢＤを適用したので逆回復損失が大幅に下がり、装置の電力変換効率の大幅な向上に貢献します。

　また、ＩＣ技術と最新の第６世代ＩＧＢＴ技術を適用したインテリジェントパワーモジュール（ＩＰＭ：Ｉｎｔ

ｅｌｌｉｇｅｎｔ Ｐｏｗｅｒ Ｍｏｄｕｌｅ）「Ｖ－ＩＰＭ」の600Ｖ耐圧で300－400Ａ定格と、1,200Ｖ耐圧で

150－200Ａ定格の製品の量産を開始しました。Ｖ－ＩＰＭは従来製品と比べ損失を15％以上低減します。さらに、

デッドタイムの大幅な短縮によって出力波形の歪を低減しています。アラーム要因を識別することができ、ロボッ

トや工作機械への使用に適しています。

　自動車用途では、プラグインハイブリッド車向けに２個のインバータを搭載したインテリジェントパワーモ

ジュール（ＩＧＢＴ‐ＩＰＭ）を開発し、量産出荷を開始しました。最大出力400ｋＶＡと大出力を達成し、自動車

の高性能・省燃費化に貢献します。

　ＩＣ製品として、民生機器や産業機器の電源用途向けに、第６世代ＰＷＭ電源制御ＩＣを開発しました。新規に開

発した0.35μｍ微細プロセス技術を適用し、従来の外付け部品で構成していた回路機能をチップ内に取り込み高機

能化したほか、ＩＣの消費電流を1.4ｍＡから0.4ｍＡに削減しました。さらにＩＣ内部の回路構成の変更により電

源全体の待機電力が80ｍＷから30ｍＷまで低減することで、省エネに貢献可能な製品となっています。また、家庭用

インバータエアコン用に、３相ブリッジ回路と制御回路を内蔵した小容量ＩＰＭを開発しました。エアコン用に最

適化した低損失デバイスと高放熱アルミ絶縁基板を採用することにより、省エネルギーに優れた製品となっていま

す。制御回路はマイコンで直接駆動することができ、各種保護機能も内蔵しています。

　光半導体分野の感光体では、高耐久かつ連続印字において電子安定性に優れた電荷輸送層を開発しました。さらに

これを適用したデジタル複写機用感光体を開発しました。さらに耐久性に優れ、高温高湿環境においても動作安定

性に優れた電荷輸送層を開発し、新製品となるデジタル複合機用感光体の量産を開始しました。また、従来に比べ

1.7倍の高感度、1.3倍の高解像度が得られるカラープリンタ用の次世代型感光体を開発し、量産を開始しました。

　太陽電池では、民生応用製品として携帯電話専用充電器向けに小型・軽量の太陽電池を開発しました。

　ディスク媒体分野では、１枚当たりの記憶容量が１ＴＢの3.5インチアルミニウムディスク媒体及び375ＧＢの2.5

インチガラスディスク媒体、500ＧＢの2.5インチガラスディスク媒体の生産を開始しました。500ＧＢの2.5インチ

ガラスディスク媒体においても、新液体潤滑剤及び多層記録層の材料最適化技術を適用した特性改善品の開発を完

了し、生産準備を進めています。さらに、１枚当たりの記憶容量が640ＧＢの次世代2.5インチガラスディスク媒体の

開発も進めています。

　当第３四半期連結累計期間における当部門の研究開発費は76億72百万円です。

　

■食品流通部門

　自販機分野では、ヒートポンプ技術を高度化し大幅な省エネルギーを実現するハイブリッドヒートポンプ飲料自

販機を開発し、発売しました。2011年度の当社自販機に比べ定格消費電力を40％削減しました。

さらなる電力のピークカットをするために、従来のピークカット機能を高度化するとともに、新たな蓄熱技術及

び断熱技術を適用した自販機を開発しました。この自販機は、日中に最長１６時間にわたり冷却用の電力を使わず

に所定の飲料温度を確保することができます。埼玉県熊谷市及び岐阜県多治見市にて平成24年７月から行った

フィールドテストの性能評価結果をこの自販機の製品開発に反映し、平成25年１月に発売開始いたします。飲料

メーカと共に開いた11月の記者会見以降、各方面から大きな反響をいただいています。

　省エネ型のカップ自販機を開発し、発売しました。この製品は小型・高断熱の湯及び冷却水タンク、ヒータ制御を

最適化し、ディスプレイのデザインを工夫して照明が不要になるようにしています。当社の従来機と比べ、通常運転

時の消費電力量を50％以上削減しました。

　自販機のコーヒー調理技術を応用したコンビニエンスストア店頭向けのコーヒーマシンを開発し、発売しました。

この製品はコーヒーのおいしさだけでなく、コンパクト性、メンテナンス操作性や清掃性も追求したもので、消費者

と顧客の双方から好評を得ています。

　物品自販機の販売機構を基本部とモジュール部に分け、モジュール部を販売商品に合わせて取替え可能な構造の

技術開発を行い、発売しました。モジュール構造とすることにより商品の多様化に対応することができます。

　通貨機器分野では、グローバル展開を目指した新しい検銭技術、紙幣のハンドリング技術の開発を行っています。

　コンビニエンスストアを中心とした小型店舗向けショーケースを開発しました。ＬＥＤ照明の採用、デザイン変更

のほか、新型マイコンを搭載し店舗制御システムとの連携強化をしました。また、小売店舗内の機器を管理・制御す

る「エコマックスコントローラ」を開発し発売しました。従来のシステムに比べ、ショーケースや空調、照明などの

主要機器のエネルギー管理や省エネ制御が、より統合的に行えます。

　当第３四半期連結累計期間における当部門の研究開発費は22億22百万円です。

　

■その他部門

　当第３四半期連結累計期間における当部門の研究開発費は54百万円です。

　

（４）従業員数

① 連結会社の状況　
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当第３四半期連結累計期間において、連結会社の従業員数の著しい増減はありません。　

② 提出会社の状況　

　当第３四半期累計期間において、当社は平成24年10月１日付で富士電機リテイルシステムズ㈱を吸収合併したこ

と等に伴い、主に食品流通部門において、従業員数が1,559名増加しております。　 

　なお、従業員数は就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であります。

　

(注) 上記のうち、将来の経営目標等に関する記載は、本四半期報告書の提出日現在において当社が合理的と判断した

一定の前提に基づいたものであります。これらの記載は、実際の結果とは実質的に異なる可能性があり、当社は

これらの記載のうち、いかなる内容についても、確実性を保証するものではありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,600,000,000

計 1,600,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 746,484,957 746,484,957

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株で

あります。

計 746,484,957 746,484,957 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成25年２月１日からこの四半期報告書の提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年10月１日

～平成24年12月31日
－　 746,484 　－ 47,586 －　 56,777

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式  31,902,000

（相互保有株式）

普通株式      44,000

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 711,834,000 711,834 同上

単元未満株式 普通株式   2,704,957 － 同上

発行済株式総数 746,484,957 － －

総株主の議決権 － 711,834 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式98株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

富士電機株式会社　

東京都品川区大崎

一丁目11番２号
31,902,000－ 31,902,000 4.27

（相互保有株式）

株式会社富士交易

東京都中央区日本

橋三丁目13番５号
44,000 － 44,000 0.01

計 － 31,946,000－ 31,946,000 4.28

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１個）あ

ります。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含まれておりま

す。　

 

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 64,323 22,300

受取手形及び売掛金 199,677 175,762

商品及び製品 40,860 47,724

仕掛品 62,129 61,362

原材料及び貯蔵品 30,323 26,952

その他 56,719 72,842

貸倒引当金 △836 △322

流動資産合計 453,197 406,621

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 71,835 74,071

その他（純額） 86,604 94,145

有形固定資産合計 158,439 168,216

無形固定資産 11,181 12,264

投資その他の資産

投資有価証券 125,592 110,660

その他 45,802 42,988

貸倒引当金 △1,482 △1,945

投資その他の資産合計 169,911 151,703

固定資産合計 339,532 332,184

繰延資産 117 149

資産合計 792,848 738,955
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 136,466 116,321

短期借入金 108,062 62,460

コマーシャル・ペーパー 10,000 24,000

1年内償還予定の社債 60,000 30,000

未払法人税等 1,905 2,142

前受金 46,575 49,051

その他 102,803 101,586

流動負債合計 465,814 385,561

固定負債

社債 31,010 40,500

長期借入金 46,792 79,738

退職給付引当金 10,849 11,632

役員退職慰労引当金 375 289

その他 54,788 46,225

固定負債合計 143,816 178,385

負債合計 609,630 563,947

純資産の部

株主資本

資本金 47,586 47,586

資本剰余金 46,734 46,734

利益剰余金 63,438 57,804

自己株式 △7,110 △7,113

株主資本合計 150,648 145,011

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 18,848 13,888

繰延ヘッジ損益 △81 △87

為替換算調整勘定 △5,838 △3,656

その他の包括利益累計額合計 12,928 10,144

少数株主持分 19,640 19,852

純資産合計 183,217 175,008

負債純資産合計 792,848 738,955
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 460,568 500,826

売上原価 364,023 403,795

売上総利益 96,545 97,030

販売費及び一般管理費 101,639 101,217

営業損失（△） △5,094 △4,187

営業外収益

受取利息 163 102

受取配当金 2,102 2,504

その他 1,223 1,644

営業外収益合計 3,490 4,252

営業外費用

支払利息 3,632 2,887

持分法による投資損失 1,264 1,019

為替差損 1,680 －

その他 750 760

営業外費用合計 7,327 4,668

経常損失（△） △8,932 △4,603

特別利益

固定資産売却益 26 24

投資有価証券売却益 77 4

受取保険金 － 233

特別利益合計 103 262

特別損失

固定資産処分損 310 229

投資有価証券評価損 520 239

和解金 － 700

生産拠点等統合費用 2,607 －

災害による損失 1,139 －

その他 1,075 438

特別損失合計 5,653 1,608

税金等調整前四半期純損失（△） △14,482 △5,948

法人税等 △9,219 △3,252

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △5,263 △2,695

少数株主利益 688 752

四半期純損失（△） △5,951 △3,448
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △5,263 △2,695

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △8,581 △4,987

繰延ヘッジ損益 △79 △5

為替換算調整勘定 △1,504 2,383

持分法適用会社に対する持分相当額 △19 30

その他の包括利益合計 △10,186 △2,579

四半期包括利益 △15,449 △5,275

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △15,937 △6,231

少数株主に係る四半期包括利益 488 956
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

　該当事項はありません。

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

　国内の連結会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる影響額は軽微でありま

す。

　また、セグメント情報に与える影響についても軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。なお、見積実効税率が使用できない一部の連結会社については法定実効

税率を使用する方法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

　金融機関からの借入等に対する債務保証

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

従業員 2,147百万円 従業員 1,734百万円

その他３社 1,298 その他４社 2,056

計 3,445 計 3,791

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

また、第３四半期連結累計期間に係るのれんの償却額は、金額的重要性が乏しいため記載を省略しております。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 21,576百万円 22,845百万円

　　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）

　配当金支払額　　

　

決議

　

株式の種類　

　

配当金の総額　

（百万円）

１株当たり　

配当額　

（円）

　

基準日

　

　

効力発生日　

　

　

配当の原資　

　

平成23年５月27日

取締役会　
普通株式 1,429 2.0 平成23年３月31日平成23年６月７日利益剰余金

平成23年10月27日

取締役会　
普通株式 1,429 2.0 平成23年９月30日平成23年12月１日利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

　配当金支払額　　

　

決議

　

株式の種類　

　

配当金の総額　

（百万円）

１株当たり　

配当額　

（円）

　

基準日

　

　

効力発生日　

　

　

配当の原資　

　

平成24年５月24日

取締役会　
普通株式 1,429 2.0 平成24年３月31日平成24年６月５日利益剰余金

平成24年10月25日

取締役会　
普通株式 1,429 2.0 平成24年９月30日平成24年12月３日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

 
発電・社会
インフラ

産業インフ
ラ

パワエレ機
器

電子デバイ
ス

食品流通
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

売上高          
外部顧客への

売上高
80,60365,149100,07782,38281,77850,577460,568 － 460,568

セグメント間の

内部売上高又は

振替高　

1,394 2,887 5,518 1,848 65 26,45438,169△38,169 －

計 81,99768,037105,59584,23081,84377,032498,738△38,169460,568

セグメント利益

又は損失（△）　
△243 △823 1,194 △531 △1,252 495 △1,161△3,933△5,094

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気設備工事、空調・給排水工事、

金融サービス、不動産業、保険代理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△3,933百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△4,028

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：百万円）

 
発電・社会
インフラ

産業インフ
ラ

パワエレ機
器

電子デバイ
ス

食品流通
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

売上高          
外部顧客への

売上高
119,91574,14594,58778,11380,44253,622500,826 － 500,826

セグメント間の

内部売上高又は

振替高　

978 2,363 4,325 2,039 95 26,61836,421△36,421 －

計 120,89376,50998,91280,15280,53880,241537,247△36,421500,826

セグメント利益

又は損失（△）　
△573 △508 △884 △3,847 3,745 1,533 △534 △3,652△4,187

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気設備工事、空調・給排水工事、

金融サービス、不動産業、保険代理業、旅行業及び印刷・情報サービス等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△3,652百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,910

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、組織構造の変更に伴い、報告セグメントを従来の「エネルギー」、「産業シス

テム」、「社会システム」、「パワエレ機器」、「電子デバイス」、「器具」及び「自販機」の７区分から、「発電

・社会インフラ」、「産業インフラ」、「パワエレ機器」、「電子デバイス」及び「食品流通」の５区分に変更し

ております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。　　
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（企業結合等関係）

　共通支配下の取引等　

１．取引の概要

 (1) 被結合企業の名称及びその事業の内容

被結合企業の名称　富士電機リテイルシステムズ㈱

事業の内容　　　　自動販売機等の開発・製造・販売・サービス

 (2) 企業結合日

平成24年10月１日

 (3) 企業結合の法的形式

当社を存続会社、富士電機リテイルシステムズ㈱を消滅会社とする吸収合併

 (4) 結合後企業の名称

富士電機㈱　　

 (5) その他取引の概要に関する事項

当社が持つパワエレ機器等の省エネ関連機器と、富士電機リテイルシステムズ㈱が持つ冷熱技術等の要

素技術を組み合わせ、エネルギー関連事業の拡大を図る体制を強化することを目的に、同社と合併すること

としました。　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純損失（△）（円） △8.33 △4.83

（算定上の基礎）   

四半期純損失（△）（百万円） △5,951 △3,448

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △5,951 △3,448

普通株式の期中平均株式数（千株） 714,609 714,589

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失である

ため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　
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２【その他】

①　平成24年10月25日開催の取締役会において、中間配当に関する決議を行っております。

　なお、中間配当の内容につきましては、「１．四半期連結財務諸表　注記事項（株主資本等関係）」に記載のとお

りであります。　

　

②　その他該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２５年２月１４日

富士電機株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 種本　　勇　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　正広　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤田　建二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士電機株式会

社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４年１０月

１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年１２月３１

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士電機株式会社及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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